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ある。日本の段ボール産業の市場規模は約 1 兆 5 千億円といわれており、2013 年度の生産数量
は 134 億 6 千万㎡である。日本の段ボール産業は 1990 年代前半までは日本の経済の伸びと歩調




では 123 億 2 千万㎡になると推定した。
論文では市場が縮小していくなかで段ボール産業に従事する企業が選択できる成長戦略の方



































































現在、日本の段ボール産業の市場規模は約 1 兆 5 千億円といわれており、経済
産業省生産動態統計調査 1 による 2013 年度の生産数量は 134 億 6 千万㎡である。
日本の段ボール産業は、1990 年代前半までは日本の経済の伸びと歩調を合わせて、
ほぼ右肩あがりに成長してきたが、1990 年代後半からは伸びが鈍化し、2000 年以
























































1. 将来的な国内の段ボール需要として最尤シナリオでは 123 億 2 千万㎡、楽観





略として、業界内 M&A、海外展開、包装材関連事業展開、用途開発の 4 つの
方向性を提示し、各々の可能性と課題を論じる。




































年の 48 億㎡から、途中に 2 度のオイルショックによる一時的な前年割れもあるが、
概ね右肩上がりに増えており、2000 年には 130 億㎡を超え、2007 年には過去最高
の 140 億㎡を記録している。しかしながらその後、リーマンショックの影響によ






第 2 章では、公開されている統計資料や官公庁の調査データから、主に GDP 及
び人口統計や食料品関連等の段ボール需要との関連性が高いと考えられる資料を
用いて将来的な需要を予測する。本プロジェクト研究論文における将来的とは、























































ール生産数量は 1990 年代に安定期に入ってから、2014 年現在まで年間 135 億㎡前
後でほぼ横ばいに推移している。しかしながら、長期での需要動向は、人口減少
と、それによる食品を中心とした消費の減少によって、衰退していくことが考え
られる。第 2 章では段ボールの生産数量と GDP の関連性、人口と食品産業の面か
ら、長期的に段ボールの需要がどの程度減少するかを考察する。











段ボールの生産量と GDP は関連性が高い。図 2-1 は、1994 年から 2013 年までの
20 年間の実質 GDP と段ボール生産量の推移を示したグラフである。グラフから実
質 GDP と段ボール生産数量の推移は、似たような動きをしていることを読み取る















いる。表 2-1 は JIS 規格で定められている段ボールの種類を示している。例えば








図 2-2 は、経済産業省生産動態統計調査 1 による段ボール需要部門別消費動向か
らデータを引用して作成したグラフである。2013 年 1 月から 12 月までの 1 年間で
段ボールが使用された分野と比率を示している。需要部門別の比率は、加工食品



















（引用先 「JIS Z 1516」よりデータ引用）
8図 2-1 実質 GDP と段ボール生産量の推移
(引用先 「内閣府国民経済計算」 2 と「経済産業省生産動態統計調査」 1 よりデ
ータ引用)
図 2-2 2013 年度段ボール需要部門別消費動向




9立社会保障・人口問題研究所の人口統計資料集 3 の 2014 年版では、1872 年から 2012
年までの日本の人口推移が発表されている。図 2-4 は、1872 年から 2012 年までの
日本の人口推移を示した図である。日本の人口は、途中で戦争による落ち込みが
ありながらも、一貫して増加傾向にあり 1970 年に 100,000 千人を突破し、1985 年
には 120,000 千人を超え、2010 年までは前年からプラスで推移してきているが、




（引用先 「国立社会保障・人口問題研究所 人口統計資料集」 3）
図 2-4 では、過去から現在までの推移について、2011 年から減少傾向に転じてい
ることを示した。現在から未来の日本の人口がどのように推移していくかに関し





み合わせにより 9 通りの推計を行っている。図 2-5 は、2034 年の推計人口から、9
通りの仮定の場合の日本の人口を示した図である。この推計によると、現在の 2014












農林水産省では、2012 年 3 月に「食品産業の将来ビジョン」4（以下、「将来ビジ























しによる市場の深耕で、2009 年の 96 兆円から、2015 年には 108 兆円、2020 年に
は 120 兆円という数値目標を掲げている。農林漁業の成長産業化では、6 次産業化
の市場規模拡大により、2010 年の市場規模 1 兆円を 2020 年には 10 兆円に、農林
水産物・食品の輸出額拡大により 2011 年の輸出額 4500 億円を 2020 年には 1 兆円






表 2-2 は、2003 年から 2012 年までの 10 年間の段ボール生産数量の推移と、日本
の総人口の推移から、国民一人当たりの段ボール使用数量の推移を示している。
この期間の平均の国民一人当たりの段ボール使用数量は年間 105 ㎡となっている。
将来ビジョンの目標通りに食品産業が 2020 年まで年率 2％で成長していくと仮定
した場合には、食品産業の消費が約 5 割を占める段ボールの需要は年率 1％で成長
することになる。段ボール需要が年率 1％で成長した場合、国民一人当たりの段ボ
ール使用量 2003 年から 2012 年までの平均値 105 ㎡から 2020 年には 113 ㎡にまで
増加することになる。
第 2.2 節で説明した人口推計と、本節で論じた国民一人当たりの段ボール使用量
から将来の段ボール需要を下記の 3 通りのシナリオで推定する。表 2-3 は各シナ
リオの前提条件 1 と前提条件 2 および推定段ボール需要を示している。図 2-4 で
は、2000 年から 2013 年の国内段ボール生産量と 3 通りのシナリオで推定した 2034
年の国内段ボール需要の推移を図示している。
a) 最尤シナリオ
① 前提条件 1： 推計人口は出生推移、死亡推移ともに中位で推移する。
② 前提条件 2： 食品産業は将来ビジョンの目標である 2％には達しないが、
2020 年まで年率 1％で成長する。段ボール需要は 2020 年まで年率 0.5％
で成長し国民一人当たり段ボール使用量は 109 ㎡まで増加、その後は一定
で推移する。
③ 段ボール需要の推定： 推計人口 113,054 千人×109 ㎡=123 億 2 千万㎡
2013 年の段ボール生産数量 134 億 6 万千㎡から 11 億 4 千万㎡の減少
b) 楽観シナリオ
① 前提条件 1： 推計人口は出生推移が高位、死亡推移が低位で推移する。
② 前提条件 2： 食品産業は 2020 年まで将来ビジョンの目標である 2％で成
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長する。段ボール需要は 2020 年まで年率 1％で増え、国民一人当たりの
段ボール使用量は 113 ㎡になり、その後は一定で推移する。
③ 段ボール需要の推定： 推計人口 117,302 千人×113 ㎡=132 億 6 千万㎡
2013 年の段ボール生産数量 134 億 6 千万㎡から 2 億㎡の減少
c) 悲観シナリオ
① 前提条件 1： 推計人口は、出生推移が低位、死亡推移が高位で推移する。
② 前提条件 2： 食品産業の成長はなく、国民一人当たりの段ボール使用量
は現状の 105 ㎡で推移する。
③ 段ボール需要の推定： 推計人口 109,018 千人×105 ㎡=114 億 5 千万㎡
2013 年の段ボール生産数量 134 億 6 万千㎡から 20 億 1 千万㎡の減少











2003年 134 127,694 105
2004年 136 127,787 106
2005年 137 127,768 107
2006年 139 127,901 108
2007年 140 128,033 109
2008年 136 128,084 106
2009年 126 128,032 99
2010年 131 128,057 102
2011年 131 127,799 103
2012年 133 127,515 104
平均値 134 127,868 105
(引用先 「経済産業省生産動態統計調査」1 及び「総務省統計局統計データ」よ
りデータ引用)


































から 2034 年の日本の総人口がどの程度まで減少するかを示した。第 2.4 節では農
林水産省による「食品産業の将来ビジョン」4 から、2020 年までの食品産業の成長
目標と具体的な取組内容に関して説明し段ボール産業に対する影響を論じた。
20 年後の段ボール需要として最尤シナリオでは 123 億 2 千万㎡、楽観シナリオで
は 132 億 6 千万㎡、悲観シナリオでは 114 億 5 千万㎡になると推定した。最尤シ


































































国際協力銀行が 2013 年 11 月に発表した「わが国製造業企業の海外事業展開に関












































は、紙製品が約 2 兆 3 千億円、ペットボトルや、食品トレー、フィルムなどのプ
ラスチック製品が約 1 兆 7 千億円、飲料缶などの金属製品が約 9 千億円、その他
にガラス製品・木製品があり、包装・容器とは別に包装機械が約 4 千億円となっ
ている。紙製品の 2 兆 3 千億円のなかでは段ボールが約 6 割を占めており、残り
は俗にキャラメル箱などといわれる印刷紙器や、紙製の袋などがある。段ボール
















































第3.6節 第 3 章のまとめ
第 3 章では、国内市場の成長が見込めない事業環境下において、企業が選択しう

















第 4 章では、段ボール産業に従事する事業者を 3 つに分類し、各々の事業形態に
















































































































第4.5節 第 4 章のまとめ
第 4 章では、筆者が考える段ボール産業の成長戦略を提言した。段ボール産業に






























1994 年から 2013 年までの実質 GDP と段ボール生産数量の相関係数は 0.53 とか

















在の 2014 年から 20 年後の 2034 年には、日本の総人口は、出生推移と死亡推移の
両方とも中位の場合には 113,054 千人、出生推移が高位で死亡推移が低位の場合
には 117,302 千人、出生推移が低位で死亡推移が高位の場合には 109,018 千人と
いう推計結果となっている。
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第 2.3 節では、段ボールの需要部門のうちで約 5 割を占めている食品産業の需
要について考察した。2012 年 3 月に農林水産省では、食品産業の将来方向として、
「食品産業の将来ビジョン」 4 を策定している。将来ビジョンでは、人口減少や高
齢化社会による状況変化を課題としつつも、食品関連産業全体の市場規模の拡大
と農林漁業の成長産業化により 2020 年まで年率 2％の成長を目標としている。具
体的には食品関連産業の国内生産額を 2009 年の 96 兆円から、2020 年には 120 兆
円にまで拡大させるという内容である。食品産業が成長すれば、食品産業向けの
割合が高い段ボール産業にとっても需要の拡大が期待できる。
第 2.4 節では将来人口と食品産業の動向から、20 年後の段ボール需要を最尤シ
ナリオ、楽観シナリオ、悲観シナリオの 3 通りのシナリオで推定した。
a) 最尤シナリオ
① 前提条件 1： 推計人口は出生推移、死亡推移ともに中位で推移する。
② 前提条件 2： 食品産業は将来ビジョンの目標である 2％には達しないが、
2020 年まで年率 1％で成長する。段ボール需要は 2020 年まで年率 0.5％で
成長し国民一人当たり段ボール使用量は 109 ㎡まで増加、その後は一定で
推移する。
③ 段ボール需要の推定： 推計人口 113,054 千人×109 ㎡=123 億 2 千万㎡
2013 年の段ボール生産数量 134 億 6 千万㎡から 11 億 4 千万㎡の減少
b) 楽観シナリオ
① 前提条件 1： 推計人口は出生推移が高位、死亡推移が低位で推移する。
② 前提条件 2： 食品産業は 2020 年まで将来ビジョンの目標である 2％で成
長する。段ボール需要は 2020 年まで年率 1％で増え、国民一人当たりの段
ボール使用量は 113 ㎡になり、その後は一定で推移する。
③ 段ボール需要の推定： 推計人口 117,302 千人×113 ㎡=132 億 6 千万㎡
2013 年の段ボール生産数量 134 億 6 千万㎡から 2 億の減少
c) 悲観シナリオ
① 前提条件 1： 推計人口は、出生推移が低位、死亡推移が高位で推移する。
② 前提条件 2： 食品産業の成長はなく、国民一人当たりの段ボール使用量
は現状の 105 ㎡で推移する。
③ 段ボール需要の推定： 推計人口 109,018 千人×105 ㎡=114 億 5 千万㎡
2013 年の段ボール生産数量 134 億 6 千万㎡から 20 億 1 千万㎡の減少
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